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　本研究では労使関係分権化における分岐の原因
を探求したい。経済のグローバル化に伴い1980
年代以降，先進各国で様々な構造改革が試みられ
てきたが，労働市場改革においては，オランダの
ポルダーモデル（Wilthagen and Tros 2004）に
代表される政労使が合意して進める方式と，労働
組合を弱体化させる方式の二つが見られる。労使
協調型の改革か労組弱体化での改革かという違い
がなぜ生じるのであろうか。本稿の目的は，その
原因を探求することである。
　第二次世界大戦後， 多くの欧米先進国では，
労働者と使用者との戦後合意が生まれ，完全雇
用，集団的賃金交渉が根付くようになった。こ
の労使関係が政治学分野で注目されたのは70年
代から盛り上がったネオ・コーポラティズム論
においてであった（シュミッター, レームブルッ
フ 1984 1986, キャメロン 1987, Katzenstein 1985, 
Preworski 1985）。ネオ・コーポラティズム論で
は，労働組合の構造が重視された。
　しかしその後，技術革命・交通通信コストの逓
減・資本や人の移動の加速化による世界政治経済
の変化は，一国レベルのネオ・コーポラティズム
を揺るがした。資本は労働よりも海外への移動が
容易なため，パワーバランスは資本側のほうに劇
的に移行してきたと言われる（Hall and Soskice 
2001；56）。経営者達は，一層の国際競争力強化の
ために，労組との賃金交渉を企業・個人レベルの
方向に分散化していくと言われる（Thelen 2001）。
このような状況下で，80年代からネオ・コーポラ
ティズムの衰退が指摘されるようになった。
　一方，80年代から90年代になると，本来，労
働組合の集権性がそれほど高くない国において，
政労使三者合意が出現した。ローズはこれを競争
的コーポラティズムと名づけた。（Rhodes 2001）
　このような従来のネオ・コーポラティズム論の
枠組みを超えた諸研究の流れから，政府のイニシ
アティブを重視するアプローチが出てきた。バッ
コローとリムは，イタリアと韓国とアイルランド
を比較して，次のことを述べている。つまり，政
府が少数派で，暫定的なとき，そして，組合運動
が非共産主義勢力に支配されているときに，労使
交渉による協定が起こりやすいとしている。政府
が弱い場合，労使などに支持を求めるため，政労
使三者協議が発生しやすいという。（Baccro and 
Lim 2007）またハマンとケリーは，弱い政府が直
面する選挙的圧力をヨーロッパにおけるこれらの
協定を理解する鍵としている（Hamman and Kelly 
2007）。ここにおいて，「政府が弱いこと」が労使
関係（ここでは社会協定だが）に重要な要因とし
て挙げられるようになった。
　一方，全体的な労使の賃金交渉が分権化してい
く中，賃金交渉制度が企業別に分権化した国と存
続している国との差異が出てきた（Thelen 2001；
79）ことを指摘し，前述した資本の国際移動に
よって，国家が絶えざる規制緩和を必要とすると
いうグローバリズムの視点を支える前提に疑問を
呈したのが，ホールとソスキスらによる『資本主
義の多様性』アプローチであった。資本主義の多
様性アプローチとは，企業を資本主義経済の中で
決定的なアクターとして見るものである（Hall 
and Soskice 2001；6）。ホールとソスキスは，労
使関係を含む五つの領域に焦点を当て，企業がい
かにこれらの領域で協調問題を解決するかによっ
て経済体制が条件づけられるとした（Hall and 
Soskice 2001；7）。そこから二つの分類を見出し
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た。一つ目は自由市場型経済であり，イギリスや
アメリカが典型例である。二つ目は協調市場型経
済でありドイツが典型例である。
　またカスリーン・セーレンは自由市場型経済
の労使関係を分離主義とし，協調市場型経済に
おける労使関係を集団主義と分類する。集団主
義では労働市場の集団的規制を必要とし，高度に
組織化された経営者団体と統合的で包括的な労
働運動によって維持されている（Thelen 2001；
77）。分離主義では外部労働市場からの労働者の
隔離（Thelen 2001；77），自社組合の禁止や単
位労組の全国レベル労組からの隔離が中心とな
る（Thelen 2001；78）。その結果労組は連帯性を
失い弱体化しやすい。このようにセーレンは集団
主義的労使関係と分離主義的労使関係という二つ
のモデルを提示し，経営者の調整や選好こそが説
明変数だと述べた。グローバル化の分権化圧力は
自由市場型経済の労使関係に特に影響を与えやす
い。
　一方，同じ論文集の他の章でステワード・ウッ
ドは，国際的に労使関係が分権化していく80年
代以降に政府の公的政策と経営者の調整能力と選
好の相互影響を論じている。ウッドは資本主義の
多様性論は，政治経済の政治的次元の重要性をあ
まり強調しない傾向があると指摘した（Wood 
2001；247）。そしてウッドは，80 年代のイギリ
ス（自由市場型経済）と西ドイツ（協調市場型経
済）の労働市場政策についての差異を調べ，政府
の政策は経営者の異なる組織能力によって制限・
歪められている（Wood 2001；248） が政策レ
ジームの安定性は改革や反転を開始する政府権力
によって決定される， と述べる（Wood 2001；
248）。西ドイツの場合，政府の介入程度と種類を
制限する制度的保障の存在こそが，供給サイドの
調整という論理の中心をなす。イギリスの場合，
そのような制度的保障の欠如こそが，非市場調整
の 制 度 を 維 持 し が た く さ せ た（Wood 2001；
248‒249）。そしてイギリスのサッチャー保守党
政権と西ドイツのキリスト教民主同盟政権による
労使政策に影響を及ぼした経営者の態度の差は，
生産レジームと資本主義の多様性による違いに起
因していると論じた（Wood 2001；273）。
　ところで政治的な側面の差異が協調市場型経
済（労使関係は集団主義）と自由市場型経済（労
使関係は分離主義）を決定すると主張したのはア
イバーセンとスティーヴンスである1。アイバー
センとスティーヴンスによれば，長期雇用は会社
が国際的なニッチ産業に特化できる訓練システム
を支持する。能力の分布で低い部分に位置する労
働者達が最高の職業学校や最高の徒弟制度に入る
ために高校で努力する強いインセンティブは賃
金分布の底上げに繋がり，労働組合の団体交渉
を通じた賃金格差是正に貢献する（Iversen and 
Stephens 2008；605）。それに対してアメリカの
ような自由市場型経済の一般的技術システムにお
いては，大学まで入るために高校で努力するイン
センティブを持つ層と，途中でインセンティブを
失い高校卒業後に公的教育システムから去り付加
的な技術を得られず低賃金労働に甘んじざる得な
い層に二極化する（Iversen and Stephens 2008；
605）。このことは労組の団体交渉を通じた賃金格
差是正に悪影響を及ぼすであろう。
　またアイバーセンとスティーブンスは次のよう
に述べている。協調市場型経済の高い社会的保護
は特殊技術への投資を促進する。特殊技術システ
ムにおける全体的な訓練システムと，団体交渉と
切り離せない労使関係は，労使間の協調を必要
とする（Iversen and Stephens 2008；605）。 そ
のような協調のための制度的補完（Iversen and 
Stephens 2008；606）の一つとして比例代表制が
必要となる。なぜなら，全ての主要な利益団体は
組織化された政党を通して代表され，規制政策は
比例代表制と合意交渉に基礎を置く委員会制度
によって通される必要性が出てくるからである
（Colomer 2006；Powell 2000, ch.2；Strom 1984 
1990）。
　比例代表制は財政政策においても中道左派に
有利な最小勝利連合を生み出す（Iversen and 
Stephens, 2008；631）。小選挙区制では，投票者
の中間層は中道左派政党が党内の急進層に屈服し
中間層の利益を奪ってしまうことを恐れる。一
方，中道右派政党が選挙公約を放棄して中間層の
利益を切り捨てることも恐れる。しかし先進諸国
において貧困層や中間層から富裕層への富の再分
配のための範囲は厳しく限定されるように見え
る。このことは小選挙区制における左派にとっ
ては不利となる（Iversen and Stephens, 2008；
602）。それに対して比例代表制では左派が過半
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数を超えることはないので，中道政党は左派政
党と連立し，上層階層から再分配を要求するイ
ンセンティブを持つようになりやすい（Iversen 
and Stephens 2008；601）。したがって例代表制
では中道－左派政権が多くなり，小選挙区制で
は中道右派政権が多くなるという（Iversen and 
Stephens 2008；601）。
　一方，比例代表制を採るがキリスト教民主主義
政党が強い国では事情は異なる。アイバーセンと
スティーヴンスによるとキリスト教民主主義政
党はある程度労組も含む階級横断政党（Kalyvas 
1996；Van Kersbergen 1995）なので，彼らの選
好する政策は異なる所得グループ間の妥協を強
く反映したものとなる（Iversen and Stephens 
2008；604）。その傾向が暗示することとして，こ
れらの党は相対的に経済問題では上述した通り中
道的な立場を取る傾向にあり，ドイツやイタリ
アでは中道政党や中産階級の政党と連立をしばし
ば形成する立場にあることである（Iversen and 
Stephens 2008；604）。そのためにキリスト教民
主主義政党が強い国では，低技術労働者や半熟練
労働者などの組織化が遅れ，インサイダーとア
ウトサイダーの対立が起きやすい 2（Iversen and 
Stephens 2008；605）。
　以上のようにアイバーセンとスティーヴンス
は，経済的中道政党の役割を重視する。経済的左
派政党が労働組合と強い繋がりにあり，経済的右
派政党が経営者団体と強い繋がりにある。比例代
表制のもとでは，両サイドとも過半数を獲得でき
ることはほとんど不可能である。そのために左派
政党と右派政党の中間にある経済的中道政党群が
常に連立相手として必要とされる。この政党群
は，労働組合側と経営者団体側の両方の影響を受
ける。そこで上述したアイバーセンとステファン
の比例代表制度を協調市場型経済と自由市場型経
済を区分させる重要な説明変数と見なす議論から
以下のような仮説も導き出すことができる。つま
り「労使の影響を一定程度受けた（経済的）中道
政党群が中道左派政権・中道右派政権問わず影響
を及ぼし続けることができる場合，協調市場型経
済（労使関係は集団主義）を可能にする」という
ような，党派的な因果関係に直すことも可能であ
る（Iversen and Stephens 2008；601）。
　以上のように先行研究を検討してきた。シュ
ミッターに代表されるネオコーポラティズム論
は，現在でも十分に説得力があろうが，構造中心
で静的な議論である。構造がどのように作られ，
解体するのかという変化についての視点が軽視さ
れている。一方競争的コーポラティズムの説明
は，国際競争という国外的要因を挙げることで，
構造による静的な説明の欠点を補うことができ
た。しかしニュージーランドのように新たな国際
競争に晒された国が逆に分権化した事実を説明す
ることができない。他方，弱い政府論において
は，何をもって政府が「弱い」のか曖昧である。
そこでは，官僚組織などインフォーマルな権力も
考慮に入れているからだ。また弱い政府論は党派
性があまり強調されていないが，一般的には保守
政権よりも左派政権のほうが政労使三者協議は起
こりやすいだろう。
　セーレンは，調整市場型経済では経営者は集団
主義的労使関係という戦略を取り，自由市場型経
済では経営者は分断主義的労使関係という戦略を
取ると述べた。ウッドはイギリスと西ドイツの
80年代における労使関係政策を比較して，経営
者が集団主義的労使関係を選好するか，分断主義
的労使関係を選好するかで，政府の政策に影響を
与えると述べた。注目したいのは，サッチャー政
権の保守党と，コール政権のキリスト教民主同盟
には経済に対するイデオロギー立ち位置的な違い
である。キリスト教民主同盟は経済的右派側の自
由市場派とビジネス側から，労働組合と繋がりの
ある「社会委員会」までの多様なグループの幅広
い 連 合 と い う 特 徴 を 持 っ て い た（Braunthal 
1996）し，経済軸だけを取るとキリスト教民主同
盟は中道志向になるという（Iversen 2006；176, 
2008；604）。また国際組織所属としては，イギリ
ス保守党は国際民主同盟だけに加盟しているのに
対して，キリスト教民主同盟は，国際民主同盟だ
けではなく，キリスト教民主主義政党の国際組織
である中道民主インターナショナルにも二重加盟
している。中道民主インターナショナルは国際民
主同盟より中道寄りである（Mohr 2010；151）。
　ここでキリスト教民主同盟政府では集団主義的
労使関係を維持し，保守党政府では分離主義的労
使関係に移行したという違いから，新しい労使関
係への移行に影響するものとして「政権の党派
性」の違いに注目してみたい。積極的に経営者を
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先導し，決定権を下すのは政権であるというもの
であった。アイバーセンとスティーヴンスは，比
例代表制度が調整市場型経済（集団主義的労使関
係）を可能とし，小選挙区制度が自由市場型経済
（分離主義型労使関係）を可能としたと指摘し，
経済的に中道志向のキリスト教民主主義政党の存
否が，欧州大陸の調整市場型経済とスカンディナ
ビアの調整市場型経済を分けられると論じた。彼
らの議論を前提とすれば，左派政党だけでなく中
道（志向の）政党の存在が調整市場型経済に特有
の集権的賃金交渉レベルの維持に影響していると
いう党派的な説明も可能となる。
２　仮説と変数
　以上の視点から，議会において保守政党が過半
数を握っているか否かが労使関係分権化へ大きな
影響を与えるという仮説を立てることができる。
　保守政党が議会で過半数を握ると，労使関係を
分権化させる法案を通すことができる一方，保守
政党が議会で過半数を握れないと，法案を通すた
めに中道政党の選好を受け入れなければならな
い。経済的左派・経済的中道政党は労使関係の分
断主義化を恐れる労働組合の影響を多かれ少なか
れ受けているであろう。そのため，社民・労働政
党だけではなく，中道政党も労使関係の分断主義
化には反対するであろう。したがって労使の賃金
交渉も企業・個人別中心のものにまで分権化しな
いと予想される。
　保守政党が議会で過半数を握れた場合彼らは経
営者が拒否しない限り積極的に労使関係を分離主
義的なものに分権化させようとする。賃金交渉は
分離主義的労使関係に典型的な企業別・個人別レ
ベルに分権化する。それに対して保守政党が議会
で過半数を握れなかった場合，労使交渉は企業・
個人別レベルが中心のものにまでは分権化しない。
　以上のような仮説を検証するために，変数を次
のように操作的に定義する。まず，党派性と経済
志向に関しては前述したアイバーセン＆ステファ
ン（2008）や，ボイッシュ（1998）の区分を利用
したい。社民・労働政権は労働者階層や恵まれな
い階層の利益代表として経済的平等を重視しやす
い（Boix 1998；5）。一方保守政権は上層の社会
階層の支持者が多いので経済的平等をそれ自体優
先事項にはしない（Boix 1998；5）。分析対象期
間は80年代からリーマンショックまでの，グロー
バリズム化の時代を迎え各国が規制緩和や国内の
構造改革を行う圧力を受ける時期である。説明要
因は保守政党が議会において過半数を握れたか否
かである。
　各国労使関係の分権化の度合いを知るうえで有
益なのが，OECD 指標とケンワーシの指標であ
る。以下表１のOECD（Ⅰと表記）及びレーン・
ケンワーシの指標（Ⅱと表記）の戦後から民主主
義国であった国（オーストラリア・オーストリ
ア・ベルギー・カナダ・デンマーク・フィンラン
ド・フランス・ドイツ・アイルランド・イタリ
ア・日本・オランダ・ニュージーランド・ノル
ウェー・スウェーデン・スイス・イギリス・アメ
リカ）を三つのグループに分けられる。（1）労使
関係が企業別・個人別レベルで分権化したままで
あるアメリカとカナダ，（2）企業・個人別に分権
化したイギリスとニュージーランド。（3）労使関
係の賃金交渉が企業・個人別レベルにまで分権化
しなかったオーストラリア・オーストリア・ベル
ギー・日本・オランダ・ノルウェー・スウェーデ
ン・スイスである。イギリスとニュージーランド
ではいずれも国際民主同盟にのみ加盟する保守政
党が単独過半数を獲得した時期に分権化してい
る。労使の賃金交渉が企業・個人別レベルにまで
分権化していない三つ目のグループにおいては国
際民主同盟のみに加入する保守政党が完全に単独
過半数を獲得した国はない。　　　
　ⅠⅡの指標ともスコア１は個人別・企業別賃金
交渉が中心で，企業間横断的な要素は存在しな
い。
　ネオ・コーポラティズム論や資本主義の多様性
論も先進民主主義諸国の労使関係分権化の差異を
説明しているが，本稿は議会の党派的構造の影響
を事例研究で見たい。労使関係が個人・企業別レ
ベルに分権化した国について，ネオ・コーポラ
ティズム論は労使関係の非集権性から労使関係分
権化を説明するだろうし，資本主義の多様性論は
経営者のコーディネーションの欠如から労使関係
分権化を説明するだろう。そうであるならば，
コーポラティズム度が同程度で，経営者の調整度
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が同程度の国では，労使関係の分権化も全く同じ
ものになるはずである。
　しかしオーストラリア・ニュージーランドの
労使関係の差にはネオ・コーポラティズム論や
資本主義多様性論では説明できない部分がある。
オーストラリアとニュージーランドは自由市場
型経済として考えられており（Soskice 2001）ま
た， コーポラティズム度も中位～低位である
（Cameron 1984）。さらに両国が採ってきた80年
代以前の労使交渉形態は，強制介入制度と呼ばれ
る中央集権的な賃金交渉を取っており類似して
いる。ちなみにネオ・コーポラティズムは労使
の頂上団体間での集権化された交渉を指すのに
対し，中央集権的な賃金交渉は賃金交渉が行わ
表1　OECD（2004）指標および Lane Kenworthy（2001）指標
Co-ordinationd
年
（1900s）
80 81 82 83 84 85 86 87 88 89 90 91 92 93 94 95 96 97 98 99 00
Australia
Ⅰ （4.5） 4 2 2
Ⅱ 2 5 4 2
Austria
Ⅰ （4.5） 4 4 4
Ⅱ 5 4
Belgium
Ⅰ （4） （4） （4） （4.5）
Ⅱ 3 5 4 5 4
Canada
Ⅰ 1 1 1 1
Ⅱ 1
Denmark
Ⅰ 3 （4） 3 （4）
Ⅱ 3 5 3 5 3
Finland
Ⅰ （4） 5 5 5
Ⅱ 4 3 4 3 4 3 4 3
France
Ⅰ 2 2 2 2
Ⅱ 2
Germny
Ⅰ 4 4 4 4
Ⅱ 4
Ireland
Ⅰ 1 （2.5） 4 4
Ⅱ 4 1 4 5
Italy
Ⅰ （3.5） 2 （3） 4
Ⅱ 2 5 2 4
Japan
Ⅰ 4 4 4 4
Ⅱ 5
Netherlands
Ⅰ （4.5） 4 4 4
Ⅱ 5 4
NZ
Ⅰ 4 4 1 1
Ⅱ 3 1
Norway
Ⅰ （3.5） （4.5） （4.5） （4.5）
Ⅱ 5 4 5 4 5 4 5 4 5 4 5 4 5 4
Sweden
Ⅰ （3.5） 3 3 3
Ⅱ 5 4 3 4 3 4 3
Swiss
Ⅰ 4 4 4 4
Ⅱ 4
UK Ⅰ 1 1 1 1
Us Ⅰ 1 1 1 1
Ⅰ＝OECD　　　　Ⅱ＝Lane Kenworthy　‥＝Data not available.　（表1続き）
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れるレベルを表す。そのため後者は労使団体の
集権化がなくとも議会や政府の介入で成り立つ
（Wallerstein 1999；652）。中央集権的な賃金交渉
を採っており，自由市場型経済であり，コーポラ
ティズム度も同程度の両国には違いが生まれた。
オーストラリアでは労使の賃金交渉は企業別には
完全に分権化せず，ニュージーランドにおいては
労使の賃金交渉は企業別に完全に分権化した。私
はその原因を右派政党が議会に過半数を握れたか
どうかによって説明できると考え，主に二次資料
や新聞を中心に詳細に事例研究する。
３　まとめ
　本稿の1章では，労使関係の分権化の分岐につ
いての先行研究を考察した。これらの考察から，
２章では議会において保守政党が過半数を握って
いるか否かが労使関係分権化へ大きな影響を与え
るという仮説を立てた。そしてOECD指標とケ
ンワーシの指標から国際民主同盟のみに加入する
保守政党が過半数を握った国で労使関係が企業・
個人レベルに分権化していることを発見した。
オーストラリアとニュージーランドにおける労使
関係分権化の差異は，政権や政党の党派性から説
明できるのではないだろうか。
　次号「政権や政党が与える労使関係への影響
（2）」ではオーストラリアとニュージーランドの
労使関係分権化の差異が，保守政党が過半数を満
たせず，中道政党が拒否権を持てたかどうかに依
存したことを実証する。オーストラリアでは比例
代表を取る上院で社民労働と保守二大政党の中間
に立つ民主党が労使関係改革に抵抗したことで，
労使関係分権化は不完全なものに終わった。それ
に対して，ニュージーランドでは，小選挙区制を
取っており　社民労働と保守二大政党が過半数政
権を取ることができた。労働党政権は新自由主義
改革に着手したが，労使関係分権化には積極的で
はなかった。しかし，90年に保守政党が単独過
半数議席を取ると，労使関係を企業・個人別レベ
ルにまでに完全に分権化した。次号では，この労
使関係改革における差異を一次資料を使って示
す。
　　　　　　　　　　
［注］
 1	 彼らは福祉生産レジーム論と権力資源動員論を統合さ
せた上で，比例代表制を採った国は調整的市場経済とな
り，小選挙区制を採った国は自由市場型経済になりやす
いと主張した。平等主義的で再分配的な福祉国家と，国
際競争力や経済成長を両立させるのは可能であることを
説明するのが福祉生産レジーム論である。それに対して
左派政党や労働勢力の強さこそ福祉国家の形態を決める
とするものが権力資源動員論である。
 2	 福祉生産レジーム論では比例代表制を採るドイツとイ
タリアは協調市場型経済と区分できる。しかし権力資源
動員論からはドイツおイタリアはキリスト教民主主義型
レジームとして，社会民主主義型レジームとは区別され
る（Iversen	and	Stephens	2008；630）。
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